
79 

 

３ 全国および千葉県における企業立地状況 

 

３－１ 全国の立地・設備投資動向 

 

（１）工場立地の動向 

経済産業省の工場立地動向調査によると、2015年の製造業（電気業・ガス業・熱供給業を除く）

の立地件数は 1,039 件（前年比 3.4％増）、敷地面積は 1,120.1ha（同 4.6％減）となった。立地

件数では、リーマン・ショックの発生以来、6 年ぶりに 1,000 件台を回復した昨年と同水準を維

持している。 

国内での工場立地は、その時々の経済状況や産業構造により大きく変化してきた。製品需要が

増大していた高度経済成長期は、供給不足解消のために生産拡大が相次ぎ、工場立地に対する企

業側の意欲も旺盛であったが、経済成長が安定期に移行してからは、バブル期を除いて概ね停滞

しており、近年は 1,000件前後で推移している。 

 

※立地件数は電気業等（電気業、ガス業、熱供給業）を除く。実質経済成長率は年次 

資料：経済産業省 工場立地動向調査、内閣府 国民経済計算 

図表(資料)3-1 工場立地件数と経済成長率の推移 

 

ここに至った背景には、貿易摩擦、為替変動、新興国を中心とした海外市場の拡大、国際的な

企業間競争の激化による海外現地生産の拡大、国際分業体制の推進といった経済のグローバル規

模の拡大等が存在する。また、我が国特有の事情として、人口減少による国内市場全体の縮小、

経済成長の鈍化とデフレ脱却の停滞、企業経営を圧迫する高コスト体質の温存、成熟社会下での

価値観の多様化（“モノ”より“コト”の時代）なども一因として挙げられよう。 

現在、金融緩和政策による円安傾向やそれに伴う原材料価格の上昇、さらには中国等での人件

費高騰を受けて、自動車・家電等の大手メーカーの一部で国内回帰の動きも見られるものの、往

時のような活発な工場立地を期待することは甚だ困難である。今後の企業誘致を含む産業振興方

策を検討する際には、こうした現状認識に立脚する必要があろう。 
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（２）設備投資の動向 

長期的な設備投資の動向を見ると、製造業が全産業を牽引する時代が長らく続いていたが、リ

ーマン・ショックによる低落を境に、かつての牽引役としての存在感は非製造業に取って代わら

れている。ただし、製造業・非製造業とも近年は上昇傾向にあり、リーマン・ショック以前の水

準に回復しつつある。

 

 

資料：日本政策投資銀行 設備投資計画調査、内閣府 国民経済計算 

図表(資料)3-2 設備投資の対前年度増減率 
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1980年度 20.6% 24.8% 17.5% 1998年度 -8.0% -13.0% -5.6%

1981年度 8.8% 10.4% 7.5% 1999年度 -8.4% -15.5% -5.0%
1982年度 2.8% 3.8% 2.0% 2000年度 4.1% 12.5% 0.4%
1983年度 -2.1% -8.6% 3.4% 2001年度 -9.3% -9.7% -9.2%
1984年度 7.6% 17.1% 0.2% 2002年度 -10.3% -16.2% -7.5%
1985年度 7.6% 8.6% 6.9% 2003年度 -1.1% 11.3% -6.0%
1986年度 3.1% -9.3% 12.1% 2004年度 1.7% 15.4% -4.6%
1987年度 4.4% -3.9% 9.3% 2005年度 8.5% 15.3% 4.7%
1988年度 15.9% 24.7% 10.7% 2006年度 7.7% 12.0% 4.9%
1989年度 13.9% 22.3% 8.5% 2007年度 7.7% 6.6% 8.5%
1990年度 14.9% 20.8% 11.0% 2008年度 -7.1% -9.7% -5.6%
1991年度 8.2% 5.3% 10.4% 2009年度 -16.7% -30.8% -6.0%
1992年度 -7.4% -17.9% 0.0% 2010年度 -2.5% -8.4% 0.7%
1993年度 -11.4% -23.7% -4.5% 2011年度 -2.1% -1.7% -2.2%
1994年度 -8.0% -10.7% -6.8% 2012年度 2.9% 2.7% 3.1%
1995年度 2.3% 10.6% -1.2% 2013年度 3.0% -1.7% 5.4%
1996年度 6.0% 4.8% 6.5% 2014年度 6.3% 3.7% 7.5%
1997年度 -1.5% 4.1% -4.0% 2015年度 4.8% 8.8% 3.0%
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（３）製造業の立地動向 

本項では経済産業省の工場立地動向調査に基づき、近年の立地動向を概括する。なお、同調査

の概要は以下の通りである。 

 

 工場立地法第2条に基づき、1967年から経済産業省が毎年実施している。 

 調査対象は、全国の製造業、電気業（水力発電所、地熱発電所、太陽光発電所を除く）、ガス

業および熱供給業のための工場または事業場を建設する目的をもって取得（借地を含む）さ

れた1,000㎡以上の用地である。 

 1980年から研究所（民間の試験研究機関で、主として前記4業種に係る分野の研究を行うもの

に限る）の用地も併せて調査している。 

 2015年からは、電気業のうち、太陽光発電所を調査対象外としている。 

 

なお、本項では、固定価格買取制度導入後のメガソーラーの立地ラッシュによる変動を排除す

るため、電気業等（電気業・ガス業・熱供給業）を除いて集計を行う。ただし、電気業等を含む

項目も一部あり、その場合は注記する。 

 

前述の通り、2015 年の立地件数は 1,039 件、敷地面積は 1,120.1ha となっている。過去 10 年

間（2006～2015年）の推移を見ると、リーマン・ショックの影響により立地件数・敷地面積とも

急落した 2009年以降は 1,000件前後で微増・微減しており、リーマン・ショック以前の水準には

回復していない。 

 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表(資料)3-3 立地件数・敷地面積の推移 
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（４）地域別・都道府県別の立地動向 

2015年の地域別の立地件数を見ると、「関東内陸」の210件が最も多く、次いで「東海」の172

件、「南東北」の100件、「近畿臨海」の98件、千葉県を含む「関東臨海」の81件が続く。敷地面積

も「関東内陸」の253.6haが最大で、次いで「東海」の152.3ha、「南東北」の103.6ha、「近畿臨海」

の92.3haの順となり、上位は立地件数・敷地面積でほぼ共通する。 

なお、過去10年間では、立地件数・敷地面積とも「関東内陸」と「東海」が突出しており、立

地件数では「南東北」「関東臨海」「近畿臨海」が続く。また、敷地面積では「北九州」も大きく、

「南東北」に次ぐ規模となっている。 

 

 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表(資料)3-4 地域別の立地件数・敷地面積（2015年） 

 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表(資料)3-5 地域別の立地件数・敷地面積（過去10年間） 
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図表(資料)3-6 地域別の立地件数・敷地面積（2015年および過去10年間） 

 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 
 

さらに、2015年の立地件数を都道府県別に見ると、茨城県の75件、兵庫県の73件が突出し、や

や差が開いて群馬県の57件、静岡県の55件、愛知県の52件が続く。敷地面積も茨城県の100.7ha

が最も大きく、兵庫県の60.6ha、栃木県の50.1haが続く。なお、千葉県は立地件数が20件（20位）、

敷地面積が16.8ha（27位）となり、いずれも中位に位置する。 

また、過去10年間の立地件数では、静岡県の710件、兵庫県の701件、群馬県の642件、敷地面積

では、茨城県の1,157.8ha、静岡県の828.1ha、愛知県の776.5haがトップ3を占める。一方、千葉

県は立地件数が279件（16位）、敷地面積が401.4ha（15位）と2015年よりも順位は高く、全国的な

立地低迷の中にあっても堅調に立地が進んでいる。 

 

図表(資料)3-7 都道府県別の立地件数・敷地面積（2015年・上位10件および千葉県） 

 
資料：経済産業省 工場立地動向調査 

 

 

 

 

 

実数 構成比 実数 構成比
北海道 20 339 3.0% 24.8 478.4 3.2%
北東北 18 332 2.9% 29.3 422.9 2.8%
南東北 100 1,177 10.3% 103.6 1,476.1 9.8%
関東内陸 210 2,085 18.3% 253.6 3,026.6 20.0%
関東臨海 81 1,004 8.8% 69.5 1,188.4 7.9%
東海 172 1,920 16.8% 152.3 2,509.7 16.6%
北陸 46 575 5.0% 50.9 740.4 4.9%
近畿内陸 75 745 6.5% 66.3 754.7 5.0%
近畿臨海 98 1,026 9.0% 92.3 1,170.6 7.8%
山陰 10 115 1.0% 14.3 128.7 0.9%
山陽 58 496 4.3% 89.2 714.6 4.7%
四国 42 392 3.4% 34.6 608.5 4.0%
北九州 65 743 6.5% 74.7 1,212.0 8.0%
南九州 44 472 4.1% 64.6 667.9 4.4%
合計 1,039 11,421 100% 1,120.1 15,099.5 100%

立地件数 敷地面積（ha）

2015年
2006～2015年

2015年
2006～2015年

都道府県 立地件数 構成比 都道府県
敷地面積

（ha）
構成比

1 茨城県 75 7.2% 1 茨城県 100.7 9.0%
2 兵庫県 73 7.0% 2 兵庫県 60.6 5.4%
3 群馬県 57 5.5% 3 栃木県 50.1 4.5%
4 静岡県 55 5.3% 4 静岡県 49.6 4.4%
5 愛知県 52 5.0% 5 群馬県 45.4 4.1%
6 埼玉県 41 3.9% 6 広島県 44.2 3.9%
7 栃木県 40 3.8% 7 山形県 43.3 3.9%
8 岐阜県 37 3.6% 8 鹿児島県 40.9 3.7%
9 福岡県 36 3.5% 9 長野県 39.9 3.6%
10 宮城県 35 3.4% 10 愛知県 39.0 3.5%
20 千葉県 20 1.9% 27 千葉県 16.8 1.5%

総計 1,039 100% 総計 1,120.1 100%

順位
2015年

順位
2015年
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図表(資料)3-8 都道府県別の立地件数・敷地面積（過去10年間・上位10件および千葉県） 

 
資料：経済産業省 工場立地動向調査 

 

（５）業種中分類別の立地件数・敷地面積 

業種中分類別の立地件数・敷地面積を見ると、2015年の立地件数では、「食料品」の166件が最

も多く、次いで「金属製品」の150件、「輸送用機械器具」の102件、「生産用機械器具」の115件、

「化学」の71件が続く。敷地面積では、「食料品」の162.0haが最も大きく、次いで「金属製品」

の138.4ha、「輸送用機械器具」の107.4ha、「化学」の106.8ha、「木材・木製品」の104.3haが並び、

上位の業種は立地件数とほぼ共通する。 

 

 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表(資料)3-9 業種中分類別の立地件数・敷地面積（2015年） 

 

一方、業種中分類別の立地件数・敷地面積について、日本標準産業分類が改訂された 2008年か

ら 2015年までの 8年間で合計すると、立地件数では「食料品」の 1,327件が最も多く、「金属製

品」の 929件、「輸送用機械器具」の 745件、「生産用機械器具」の 691件が上位を占める。敷地

面積では「食料品」の 1,515.8ha、「輸送用機械器具」の 1,390.6haが突出し、次いで「化学工業」

の 820.7ha、「金属製品」の 809.3ha、「生産用機械器具」の 657.2haが続く。 

都道府県 立地件数 構成比 都道府県
敷地面積
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構成比

1 静岡県 710 6.2% 1 茨城県 1,157.8 7.9%
2 兵庫県 701 6.1% 2 静岡県 828.1 5.6%
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資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表(資料)3-10 業種中分類別の立地件数・敷地面積（2015年および過去8年間） 
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さらに、過去8年間の立地件数について、前後半の4年間ごとに区分し、業種中分類別の構成比

の変動を調べた。構成比が増加した業種では、「食料品」の2.3ポイント増のほか、「金属製品」の

2.2ポイント増、「木材・木製品」の1.8ポイント増が目を引く。一方、「輸送用機械器具」の1.3

ポイント減のほか、「はん用機械器具」の1.2ポイント減、「電子部品・デバイス」の1.1ポイント

減など、機械系業種は軒並み減退傾向にあり、往時の勢いが見られない。 

 

 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表(資料)3-11 業種中分類別の立地件数・構成比の変化 

（2008～2011年と2012～2015年の合算による比較） 
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３－２ 千葉県の立地動向 

 

（１）立地件数・敷地面積の推移 

前述の通り、千葉県における2015年の立地件数は20件、敷地面積は16.8haである。前年からの

推移は、立地件数の8件減に対し、敷地面積が27.7ha減と減少幅が大きい。 

近年の推移を見ると、リーマン・ショックの影響が表面化した2009年に現在と同水準まで下が

り、その後も20件前後で増減を繰り返している。敷地面積も2012年と2014年こそ40ha超となった

が、その他の年は10～30haの間に留まり、2008年以前の水準からはほぼ半減している。 

 
資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表(資料)3-12 立地件数・敷地面積の推移 

 

（２）業種中分類別の立地件数・敷地面積 

千葉県における業種中分類別の立地件数・敷地面積を見ると、2015年は「食料品」の7件で一定

数の立地があったものの、その他の業種はいずれも1、2件となっている。敷地面積では「非鉄金

属」の8.6haが最も大きく、「食品」の4.0haが続くが、大半の業種は1ha未満に留まる。「非鉄金属」

の立地件数は2件のみであることから、1件あたりの規模の大きさが伺える。 

一方、過去8年間（2008～2015年）の立地件数でも、「食料品」の37件が最も多く、次いで「金

属製品」の26件が続く。その他の業種では「化学」の17件、「鉄鋼」の15件でまとまった立地が見

られる。敷地面積でも「金属製品」の38.4ha、「食料品」の33.4haが大きく、やや差があって「窯

業・土石」の27.6ha、「化学」の23.6haが続く。 
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資料：経済産業省 工場立地動向調査 
図表(資料)3-13 業種中分類別の立地件数・敷地面積（2015年および過去8年間） 

 

また、過去8年間の立地件数を4年ごとに区分し、業種中分類別の構成比の変動を調べた。構成

比が増加した業種では、「食料品」の8.9ポイント増のほか、「輸送用機械器具」の4.7ポイント増、

「飲料・たばこ・飼料」の4.3ポイント増、「木材・木製品」「電気機械器具」の各3.5ポイント増

などがあり、いずれも全国を上回っている。このうち「輸送用機械器具」「電気機械器具」は全国

的には減退傾向にあるが、千葉県では求心力を維持している。 

これに対し、構成比が減少した業種には、「金属製品」の8.2ポイント減のほか、「プラスチック

製品」の6.6ポイント減、「鉄鋼」の6.0ポイント減、「化学」の3.7ポイント減などがあり、素材系
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業種の減退ぶりが目立つ。とりわけ「金属製品」は全国の2.2ポイント増との差が大きく、求心力

の低下が顕著である。 

 

 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 
図表(資料)3-14 業種中分類別の立地件数・構成比の変化 

（2008～2011年と 2012～2015年の合算による比較）  
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（３）新設・増設別の立地件数 

千葉県における新設・増設別の立地件数を見ると、過去10年間で「新設」が構成比85.6％、「増

設」が14.4％となり、「新設」が大半を占める。1年ごとの推移でも、「新設」の割合は概ね80～90％

前後を占めており、最も小さい2012年でも74.1％に上る。 

 

 

 

※2015年のみ電気業（メガソーラー）を除く 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表(資料)3-15 新設・増設別の立地件数・構成比の推移 
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全国（過去10年間） 

新設 増設 

実数 構成比 実数 構成比
2006年 40 33 82.5% 7 17.5%
2007年 52 46 88.5% 6 11.5%
2008年 48 39 81.3% 9 18.8%
2009年 15 12 80.0% 3 20.0%
2010年 21 17 81.0% 4 19.0%
2011年 22 18 81.8% 4 18.2%
2012年 27 20 74.1% 7 25.9%
2013年 33 30 90.9% 3 9.1%
2014年 48 46 95.8% 2 4.2%
2015年 20 18 90.0% 2 10.0%
合計 326 279 85.6% 47 14.4%

全国（過去10年間） 14,366 11,550 80.4% 2,816 19.6%

立地件数
新設 増設
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（４）工業団地内外別の立地件数 

千葉県における工場団地内外別の立地件数を見ると、過去10年間で「工業団地内」が構成比

63.5％となり、全国の37.4％を20ポイント近く上回っている。このことから、県内各地で企業ニ

ーズに適合する工業団地が開発され、立地の受け皿として機能してきたことが伺える。 

ただし、構成比の推移を見ると、その時々の工業団地の分譲・整備状況による影響もあってか、

変動の幅が大きい。とりわけ直近の2年間は30％弱まで低下している。2013年・2014年は工業団地

外を指向するメガソーラーの立地による影響が大きいものと思われる。 

 

 
※2015年のみ電気業（メガソーラー）を除く 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表(資料)3-16 工業団地内外別の立地件数・構成比の推移 
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2012年 

2013年 

2014年 
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工業団地内 工業団地外 

実数 構成比 実数 構成比
2006年 40 33 82.5% 7 17.5%
2007年 52 43 82.7% 9 17.3%
2008年 48 39 81.3% 9 18.8%
2009年 15 7 46.7% 8 53.3%
2010年 21 14 66.7% 7 33.3%
2011年 22 13 59.1% 9 40.9%
2012年 27 19 70.4% 8 29.6%
2013年 33 17 51.5% 16 48.5%
2014年 48 15 31.3% 33 68.8%
2015年 20 7 35.0% 13 65.0%
合計 326 207 63.5% 119 36.5%

全国（過去10年間） 14,366 5,373 37.4% 8,993 62.6%

工業団地内 工業団地外
立地件数
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（５）域内外企業別の立地件数 

千葉県における域内（千葉県内に本社を置く企業）・域外企業別の立地件数を見ると、過去10

年間で「域内企業」が42.9％、「域外企業」が57.1％となっている。全国では「域外企業」の割合

は35.0％に留まることから、県外から立地を呼び込む求心力の強さが伺える。ただし、近年は「域

内企業」の割合が増加傾向にあり、2013年以降は過半を占めており、2015年には70.0％に達して

いる。 

 

 

※2015年のみ電気業（メガソーラー）を除く 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表(資料)3-17 域内外企業別の立地件数・構成比の推移 
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57.1% 
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2008年 

2009年 

2010年 

2011年 

2012年 

2013年 

2014年 

2015年 

合計 

全国（過去10年間） 

域内企業 域外企業 

実数 構成比 実数 構成比
2006年 40 16 40.0% 24 60.0%
2007年 52 19 36.5% 33 63.5%
2008年 48 18 37.5% 30 62.5%
2009年 15 2 13% 13 86.7%
2010年 21 8 38.1% 13 61.9%
2011年 22 10 45.5% 12 54.5%
2012年 27 10 37.0% 17 63.0%
2013年 33 17 51.5% 16 48.5%
2014年 48 26 54.2% 22 45.8%
2015年 20 14 70.0% 6 30.0%
合計 326 140 42.9% 186 57.1%

全国（過去10年間） 14,366 9,324 64.9% 5,042 35.1%

立地件数
域内企業 域外企業



93 

 

（６）本社所在地別の立地件数 

千葉県における過去10年間の立地総数326件について、本社所在地の内訳を見ると、前項の通り、

千葉県内に本社を置く企業（域内企業）による立地が140件（構成比42.9％）となっている。一方、

域外企業では、東京都の127件（39.0％）が最も多く、次いで大阪府の14件（4.3％）、神奈川県の

11件（3.4％）、埼玉県の8件（2.5％）と続き、首都圏の本社企業が大半を占める。 

 

 

 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表(資料)3-18 本社所在地別の立地件数・構成比 

  

千葉 

140件 

42.9% 

東京 

127件 

39.0% 

大阪 

14件 

4.3% 

神奈川 

11件 

3.4% 

埼玉 

8件 

2.5% 

その他 

26件 

8.0% 

本社所在地 立地件数 構成比 本社所在地 立地件数 構成比

千葉 140 42.9% 香川 2 0.6%
東京 127 39.0% 福岡 2 0.6%
大阪 14 4.3% 宮城 1 0.3%

神奈川 11 3.4% 山形 1 0.3%
埼玉 8 2.5% 茨城 1 0.3%
愛知 5 1.5% 群馬 1 0.3%
静岡 4 1.2% 岐阜 1 0.3%
兵庫 4 1.2% 三重 1 0.3%
広島 2 0.6% 佐賀 1 0.3%

総計 326 100%

（N=326） 
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（７）立地地点の選定理由 

工場立地動向調査では、2007年以降、立地地点の選定理由（最も重要/その他の主な理由）を

調査項目に加えている。そこで 2007年から 2015年までの 9年間に、千葉県に立地した企業の選

定理由を取りまとめた。なお、「最も重要」は単独回答につき構成比、「その他の主な理由」は複

数回答（2つ以内）につき回答率となる。 

立地地点の選定理由について、千葉県の「最も重要」の構成比を見ると、「地価」の 16.5％、「市

場への近接性」「工業団地である」の各 15.5％が他の項目よりも一際高く、立地選定の決め手と

なっている。また、この 3項目は全国を大きく上回っており、千葉県の立地環境の優位性を成す

要素と考えられる。 

一方、全国では「本社・他の自社工場への近接性」が 20.6％で突出しており、千葉県でも上位

ではあるものの、構成比は 9.3％と半分以下に留まる。同様に「周辺環境からの制約が少ない」「関

連企業への近接性」「地方自治体の誠意・積極性・迅速性」も全国に比べてやや低い。 

 

 
資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表(資料)3-19 立地地点の選定理由（最も重要） 
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立地地点の選定理由について、千葉県の「その他の主な理由」の回答率を見ると、「工業団地で

ある」の 26.5％、「地価」の 24.7％、「本社・自社工場への近接性」の 21.1％が高い。いずれも

「最も重要」で上位の項目であり、あらためて立地選定における重要性が伺える。 

全国との比較においては、前掲の 3項目はいずれも全国を大きく上回っている。一方、「国・地

方自治体の助成」は全国を下回り、補助金をはじめとする優遇措置の優先度は低いものと推察さ

れる。 

 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表(資料)3-20 立地地点の選定理由（その他の主な理由） 
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（８）立地規模の動向 

全国における立地 1 件あたりの平均敷地面積は、過去 10 年間で 1.3ha/件となっており、年ご

との平均敷地面積もほぼ横ばいで推移している。一方、この間の千葉県の平均敷地面積は 1.4ha/

件となり、全国を若干上回っているものの、1年ごとに見ると変動の幅が大きく、直近の 2015年

をはじめ、全国平均を下回っている年も散見される。 

なお、全国の製造業における過去 10年間の敷地規模別の立地件数を見ると、1ha未満の割合が

70％近くを占めているが、1～10ha未満も 30％弱あり、少ないながら 10ha以上の大規模立地も見

られる。よって、立地企業が求める用地規模は、1ha 未満の中小規模を中心としつつ、業種・業

態によって多様と考えられる。 

 

 

 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表(資料)3-21 全国と千葉県における平均敷地面積の推移 

 

 

図表(資料)3-22 全国における敷地規模別の立地件数・構成比（過去 10年間） 

 
資料：経済産業省 工場立地動向調査 
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合計 11,441 100%
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（９）高速道路 ICからの距離別の立地動向 

工場立地動向調査に基づき、過去 8年間の高速道路 ICからの距離別の立地動向を整理した。製

造業全体では、IC からの直線距離が「0～5km 以内」の割合が 47.5％とほぼ半数を占め、これに

「5～10km以内」を合わせると 70％に達する。工業団地の多くが IC近傍に所在することも、こう

した要因の 1 つだが、高速道路交通の利便性が立地条件において重要な位置を占めることが分か

る。 

 

 

資料：経済産業省 工場立地動向調査 

図表(資料)3-23 高速道路 ICからの距離別・業種中分類別の立地動向 

（2008～2015年の累計） 
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３－３ 千葉県内市町村の立地動向 

 

工場立地動向調査の集計結果は、都道府県単位に限定され、個別の立地事例は公表されていな

い。そこで情報誌や各種新聞等の掲載記事を元に、過去 10年間（2007年 1月～2016年 12月）の

立地計画に関する情報を整理・分析し、千葉県内の市町村単位の立地動向を把握した。対象とな

る立地計画施設は、生産施設、物流施設、研究施設、業務施設（営業所・コールセンター・デー

タセンター等）の 4種である。なお、掲載された記事情報のみをソースとしており、全ての立地

計画を網羅したものではないため、あくまで大まかな傾向を把握するための指標として取り扱う。 

 

（１）立地計画先 

千葉県内における立地計画としては、過去 10年間で 223件の記事情報が確認された。地域別に

は、県西地域が 110件（構成比 45.3％）と半数近くを占めており、県内立地の中核地域となって

いる。次いで佐倉市を含む中央地域の 60件（26.9％）、県南地域の 12件（18.4％）、県東地域の

21件（9.4％）が続く。 

市町村別に見ると、千葉市の 28件、印西市の 22件、市川市・柏市・木更津市の各 20件でまと

まった立地が見られる。なお、中央地域では千葉市に次いで、市原市の 10件、習志野市の 9 件、

佐倉市の 5件が続く。 

 

 
資料：情報誌・各種新聞等の掲載記事 

図表(資料)3-24 市町村別の立地計画件数・構成比 

  

件数 構成比 件数 構成比

101 45.3% 60 26.9%

印西市 22 9.9% 千葉市 28 12.6%

市川市 20 9.0% 市原市 10 4.5%

柏市 20 9.0% 習志野市 9 4.0%

船橋市 9 4.0% 佐倉市 5 2 .2%

野田市 8 3.6% 八千代市 4 1.8%

松戸市 7 3.1% 四街道市 3 1.3%

成田市 6 2.7% 八街市 1 0.4%

流山市 6 2.7% 41 18.4%

白井市 2 0.9% 木更津市 20 9.0%

浦安市 1 0.4% 富津市 7 3.1%

21 9.4% 君津市 4 1.8%

香取市 7 3.1% 芝山町 3 1.3%

富里市 6 2.7% 茂原市 2 0.9%
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東庄町 2 0.9% 鴨川市 1 0.4%
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匝瑳市 1 0.4% 223 100%
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（２）立地計画施設 

佐倉市を含む中央地域における立地計画情報 60件について、立地施設別の内訳を見ると、生産

施設が 29件（構成比 48.3％）で最も多く、次いで物流施設の 26件（43.3％）、業務施設の 4件

（6.7％）、研究施設の 1件（1.7％）の順となっている。なお、中央地域では、千葉県全体に比べ

て物流施設の比重が若干低く、生産施設を下回っている。 

 

 

 
資料：情報誌・各種新聞等の掲載記事 

図表(資料)3-24 施設別の立地計画件数・構成比 

 

（３）立地計画業種 

中央地域における立地計画情報 60件の業種別内訳を見ると、製造業が 29件、物流業を中心と

する非製造業が 31件で、ほぼ半々となっている。さらに製造業の 4業種分類別の内訳を見ると、

「生産用機械器具」を中心とする加工組立型の 12件が最も多く、次いで「食料品」を中心とする

地方資源型の 9件が続く。 

中央地域の業種別の構成比について、千葉県全体および全国と比較すると、中央地域・千葉県

とも非製造業の割合が大きく、物流業に対する立地誘引力の高さが伺える一方、地方資源型・加

工組立型の割合は全国を下回っている。とりわけ中央地域においては、「金属製品」「輸送用機械

器具」「食料品」の対全国の特化係数が 1を割り込んでおり、地方資源型・加工組立型が低い主因

にもなっている。 

  

48.3% 

43.9% 

43.3% 

46.2% 

1.7% 

5.4% 

6.7% 

4.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央地域 

千葉県 

生産施設 物流施設 研究施設 業務施設 

件数 構成比 件数 構成比

生産施設 29 48.3% 98 43.9%

物流施設 26 43.3% 103 46.2%

研究施設 1 1.7% 12 5.4%

業務施設 4 6.7% 10 4.5%

総計 60 100% 223 100%

中央地域 千葉県全体
立地施設
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資料：情報誌・各種新聞等の掲載記事 

図表(資料)3-25 4業種分類別の立地計画件数・構成比 

  

15.0% 

12.1% 

18.7% 

5.0% 

6.3% 

6.5% 

8.3% 

8.5% 

9.9% 

20.0% 

17.9% 

28.0% 

51.7% 

55.2% 

36.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央地域 

千葉県 

全国 

地方資源型 生活関連型 基礎素材型 加工組立型 非製造業 

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 対県 対全国

9 15.0% 27 12.1% 1,288 18.7% 1.24 0.80

食料品 4 6.7% 17 7.6% 830 12.0% 0.87 0.55

飲料･たばこ･飼料 2 3.3% 3 1.3% 124 1.8% 2.48 1.86

繊維 1 1.7% 1 0.4% 59 0.9% 3.72 1.95

木材・木製品 2 3.3% 4 1.8% 108 1.6% 1.86 2.13

パルプ・紙加工品 0 0.0% 0 0.0% 89 1.3% - 0.00

窯業・土石 0 0.0% 2 0.9% 78 1.1% 0.00 0.00

3 5.0% 14 6.3% 448 6.5% 0.80 0.77

家具・装備品 0 0.0% 1 0.4% 17 0.2% 0.00 0.00

印刷・同関連 2 3.3% 6 2.7% 94 1.4% 1.24 2.45

プラスチック製品 1 1.7% 5 2.2% 214 3.1% 0.74 0.54

ゴム製品 0 0.0% 1 0.4% 58 0.8% 0.00 0.00

皮革・同製品 0 0.0% 0 0.0% 8 0.1% - 0.00

その他の製造業 0 0.0% 1 0.4% 57 0.8% 0.00 0.00

5 8.3% 19 8.5% 681 9.9% 0.98 0.84

化学 3 5.0% 12 5.4% 436 6.3% 0.93 0.79

石油・石炭製品 0 0.0% 0 0.0% 18 0.3% - 0.00

鉄鋼 2 3.3% 6 2.7% 115 1.7% 1.24 2.00

非鉄金属 0 0.0% 1 0.4% 112 1.6% 0.00 0.00

12 20.0% 40 17.9% 1,936 28.0% 1.12 0.71
金属製品 2 3.3% 8 3.6% 436 6.3% 0.93 0.53
はん用機械器具 1 1.7% 5 2.2% 94 1.4% 0.74 1.22
生産用機械器具 6 10.0% 16 7.2% 471 6.8% 1.39 1.47
業務用機械器具 1 1.7% 3 1.3% 157 2.3% 1.24 0.73

電子部品・デバイス 0 0.0% 1 0.4% 155 2.2% 0.00 0.00

電気機械器具 0 0.0% 1 0.4% 210 3.0% 0.00 0.00

情報通信機械器具 1 1.7% 2 0.9% 37 0.5% 1.86 3.11

輸送用機械器具 1 1.7% 4 1.8% 376 5.4% 0.93 0.31

29 48.3% 100 44.8% 4,353 63.1% 1.08 0.77

31 51.7% 123 55.2% 2,549 36.9% 0.94 1.40

60 100% 223 100% 6,902 100%総計

特化係数

地
方
資
源
型

生
活
関
連
型

基
礎
素
材
型

加
工
組
立
型

製造業

区
分

業種中分類
中央地域 千葉県全体 全国

非製造業
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0
0
㎡

2
0
1
0
年

6
月

着
工

2
0
1
1
年

前
半

稼
動

同
社

は
各

種
エ

レ
ク

ト
ロ

ニ
ク

ス
機

器
の

基
板

実
装

か
ら

組
み

立
て

ま
で

を
手

が
け

て
い

る
。

主
力

工
場

で
あ

る
八

千
代

工
場

が
老

朽
化

し
て

い
る

こ
と

や
、

近
く
に

分
散

化
す

る
建

屋
を

新
工

場
に

集
約

化
す

る
狙

い
。

2
2

㈱
Z
U

C
千

葉
県

千
葉

市
千

葉
県

千
葉

市
生

産
施

設
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
の

設
計

・
製

造
・
販

売
・
保

守
サ

ー
ビ

ス
 等

6
6
0
㎡

2
0
1
0
年

内
稼

働
新

工
場

を
建

設
し

、
現

本
社

工
場

を
移

転
す

る
。

本
社

工
場

が
手

狭
で

建
物

の
老

朽
化

が
進

ん
だ

た
め

移
転

す
る

。
現

在
の

本
社

工
場

は
閉

鎖
。

2
3

㈱
Ｑ

Ｖ
Ｃ

ジ
ャ

パ
ン

千
葉

県
千

葉
市

千
葉

県
千

葉
市

業
務

施
設

T
V

シ
ョ

ッ
ピ

ン
グ

を
主

体
と

し
た

通
信

販
売

1
3
,0

0
0
㎡

2
0
1
1
年

着
工

2
0
1
3
年

完
成

J
R

海
浜

幕
張

駅
近

く
に

本
社

ビ
ル

を
建

設
し

本
社

オ
フ

ィ
ス

、
ス

タ
ジ

オ
、

コ
ー

ル
セ

ン
タ

ー
を

移
転

集
約

す
る

。

2
4

ネ
ス

テ
ッ

ク
㈱

東
京

都
千

代
田

区
千

葉
県

習
志

野
市

生
産

施
設

温
度

計
、

圧
力

計
、

液
面

計
、

流
量

計
、

複
合

計
器

(温
度

、
圧

力
)製

造
1
,7

0
9
㎡

2
0
1
1
年

1
月

着
工

2
0
1
1
年

6
月

完
成

本
社

機
能

(東
京

都
千

代
田

区
)と

三
郷

工
場

(埼
玉

県
三

郷
市

)を
移

転
し

集
約

す
る

。

2
5

不
二

精
機

㈱
大

阪
府

大
阪

市
千

葉
県

佐
倉

市
賃

借
生

産
施

設
精

密
金

型
、

成
形

シ
ス

テ
ム

、
自

動
加

工
シ

ス
テ

ム
、

精
密

成
形

品
製

造
・
販

売
2
0
1
1
年

1
月

開
設

東
日

本
の

顧
客

に
タ

イ
ム

リ
ー

に
対

応
す

る
た

め
に

金
型

製
造

､メ
ン

テ
ナ

ン
ス

サ
ー

ビ
ス

の
強

化
に

向
け

関
東

工
場

を
開

設
す

る
｡既

存

工
場

を
賃

借
し

て
生

産
設

備
を

導
入

し
､併

せ
て

東
京

営
業

所
(東

京
都

港
区

)を
移

転
す

る
｡

2
6

め
い

ら
く

グ
ル

ー
プ

愛
知

県
名

古
屋

市
千

葉
県

佐
倉

市
佐

倉
第

3
工

業
団

地
跡

地
生

産
施

設
果

汁
飲

料
、

コ
ー

ヒ
ー

飲
料

等
製

造
6
0
,0

0
0
㎡

1
2
0
.0

億
円

2
0
1
1
年

6
月

稼
動

関
東

の
基

幹
工

場
で

あ
る

千
葉

工
場

(千
葉

県
佐

倉
市

)の
隣

接
地

(日
本

鉄
塔

工
業

の
工

場
跡

地
)に

飲
料

工
場

を
建

設
し

、
基

幹
工

場

の
生

産
を

増
強

す
る

。
夏

場
に

果
汁

飲
料

な
ど

の
需

給
が

ひ
っ

迫
し

て
い

た
た

め
。

2
7

プ
ロ

ロ
ジ

ス
東

京
都

港
区

千
葉

県
習

志
野

市
物

流
施

設
物

流
施

設
(倉

庫
、

物
流

セ
ン

タ
ー

)開
発

、
所

有
、

運
営

管
理

な
ど

の
貸

事
務

所
業

4
6
,1

6
8
㎡

2
0
1
2
年

5
月

着
工

2
0
1
3
年

8
月

完
成

㈱
ス

タ
ー

ト
ト

ゥ
デ

イ
(千

葉
市

)向
け

の
大

型
物

流
施

設
｢プ

ロ
ロ

ジ
ス

パ
ー

ク
習

志
野

Ⅳ
｣を

開
発

。
大

型
車

両
が

各
階

に
直

接
乗

り
入

れ

る
た

め
の

上
り

･下
り

ラ
ン

プ
ウ

ェ
イ

2
基

、
最

新
の

低
環

境
負

荷
の

取
り

組
み

な
ど

を
計

画
。

2
8

㈱
サ

イ
ゼ

リ
ヤ

埼
玉

県
吉

川
市

千
葉

県
千

葉
市

生
産

施
設

イ
タ

リ
ア

ン
レ

ス
ト

ラ
ン

｢サ
イ

ゼ
リ

ヤ
｣の

運
営

、
加

盟
店

向
け

食
材

製
造

2
0
,0

0
0
㎡

2
0
1
2
年

1
2
月

完
成

大
成

ユ
ー

レ
ッ

ク
千

葉
工

場
(千

葉
市

)の
一

部
を

取
得

し
、

同
社

が
展

開
す

る
レ

ス
ト

ラ
ン

で
提

供
す

る
食

材
の

加
工

工
場

を
建

設
す

る
。

2
9

J
F
E
ス

チ
ー

ル
㈱

東
京

都
千

代
田

区
千

葉
県

千
葉

市
生

産
施

設
製

鉄
3
,3

9
3
㎡

（
延

べ
面

積
）

2
0
1
2
年

1
0
月

着
工

2
0
1
4
年

5
月

完
成

新
工

場
を

建
設

。

3
0

㈱
T

IF
ロ

ジ
ス

テ
ィ

ク
ス

千
葉

県
千

葉
市

千
葉

県
千

葉
市

物
流

施
設

家
具

、
イ

ン
テ

リ
ア

の
配

送
9
,9

9
8
㎡

2
0
1
3
年

1
0
月

着
工

2
0
1
4
年

7
月

稼
働

同
社

は
㈱

東
京

イ
ン

テ
リ

ア
家

具
(栃

木
県

鹿
沼

市
)の

グ
ル

ー
プ

企
業

。
既

存
の

物
流

セ
ン

タ
ー

で
は

コ
ン

テ
ナ

の
荷

揚
げ

が
困

難
で

、

賃
借

物
件

で
あ

っ
た

た
め

、
自

前
の

拠
点

を
新

た
に

建
設

し
、

効
率

化
を

図
る

。

図
表
(資

料
)3
-2
6 

千
葉
県
中
央
地
域
に
お
け
る
立
地
計
画
情
報
（
20
07

年
1
月
～
20
16

年
12

月
・
情
報
掲
載
日
順
）
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N
o

企
業

名
本

社
所

在
地

立
地

場
所

団
地

名
跡

地
賃

借
立

地
施

設
業

種
･
製

品
立

地
面

積
(㎡

)
規

模
(億

円
)

操
業

時
期

備
考

3
1

レ
ッ

ド
ウ

ッ
ド

・
グ

ル
ー

プ
・
ジ

ャ
パ

ン
㈱

東
京

都
千

代
田

区
千

葉
県

佐
倉

市
佐

倉
工

業
団

地
物

流
施

設
物

流
不

動
産

へ
の

投
資

運
用

事
業

4
2
,0

0
0
㎡

2
0
1
4
年

4
月

着
工

2
0
1
5
年

3
月

完
成

大
型

マ
ル

チ
テ

ナ
ン

ト
型

物
流

施
設

「
レ

ッ
ド

ウ
ッ

ド
佐

倉
」
を

建
設

。
東

関
東

自
動

車
道

の
佐

倉
IC

に
至

近
で

、
成

田
空

港
へ

の
ア

ク
セ

ス

に
も

優
れ

て
お

り
、

航
空

貨
物

用
倉

庫
と

し
て

の
利

用
も

想
定

す
る

。

3
2

第
一

貨
物

㈱
山

形
県

山
形

市
千

葉
県

四
街

道
市

物
流

施
設

道
路

貨
物

運
送

業
3
8
,0

0
0
㎡

2
0
1
4
年

1
月

着
工

2
0
1
4
年

8
月

老
朽

化
や

狭
隘

化
に

伴
い

千
葉

支
店

(千
葉

市
若

葉
区

)を
移

転
し

、
荷

物
積

み
替

え
施

設
で

あ
る

ト
ラ

ッ
ク

タ
ー

ミ
ナ

ル
を

新
設

す
る

。
同

支
店

は
機

能
移

転
後

の
売

却
を

検
討

。

3
3

グ
ロ

ー
バ

ル
・
ロ

ジ
ス

テ
ィ

ッ
ク

・
プ

ロ
パ

テ
ィ

ー
ズ

㈱
東

京
都

港
区

千
葉

県
八

千
代

市
吉

橋
工

業
団

地
物

流
施

設
物

流
施

設
・
用

地
の

賃
貸

・
売

買
・
開

発
・
運

営
管

理
･投

資
助

言
3
3
,9

5
0
㎡

1
1
1
.0

億
円

2
0
1
4
年

8
月

着
工

2
0
1
5
年

1
0
月

完
成

マ
ル

チ
テ

ナ
ン

ト
型

(複
数

企
業

向
け

)物
流

施
設

の
「
Ｇ

Ｌ
Ｐ

八
千

代
」
を

建
設

す
る

。
施

設
計

画
・
運

営
管

理
に

高
度

な
事

業
継

続
対

策
を

取
り

入
れ

て
い

る
。

3
4

㈱
吉

野
機

械
製

作
所

千
葉

県
船

橋
市

千
葉

県
千

葉
市

千
葉

土
気

緑
の

森
工

業
団

地
生

産
施

設
鍛

圧
機

械
や

板
金

工
作

機
械

の
製

造
販

売
1
,9

0
0
㎡

(延
べ

面
積

)
7
.0

億
円

2
0
1
4
年

3
月

着
工

2
0
1
5
年

2
月

稼
働

受
注

増
に

伴
い

現
工

場
が

手
狭

に
な

り
、

Ｂ
Ｃ

Ｐ
対

策
と

し
て

地
盤

の
固

い
内

陸
部

に
新

工
場

を
建

設
す

る
。

完
成

後
は

現
本

社
を

全
面

移

転
の

予
定

。

3
5

㈱
天

源
千

葉
県

千
葉

市
千

葉
県

市
原

市
生

産
施

設
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
等

リ
サ

イ
ク

ル
、

再
生

ペ
レ

ッ
ト

製
造

1
,4

0
0
㎡

(延
べ

面
積

)
2
0
1
4
年

2
月

着
工

2
0
1
4
年

6
月

完
成

新
工

場
は

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

リ
サ

イ
ク

ル
事

業
の

拡
大

に
向

け
て

建
設

。
既

存
の

拠
点

と
同

様
、

粉
砕

や
洗

浄
、

加
工

、
乾

燥
の

各
工

程
を

手

が
け

、
再

生
ペ

レ
ッ

ト
を

成
形

メ
ー

カ
ー

や
原

料
メ

ー
カ

ー
に

販
売

す
る

。

3
6

三
菱

商
事

都
市

開
発

㈱
東

京
都

千
代

田
区

千
葉

県
千

葉
市

物
流

施
設

商
業

･物
流

施
設

の
デ

ベ
ロ

ッ
プ

メ
ン

ト
、

プ
ロ

パ
テ

ィ
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
2
3
,9

8
5
㎡

2
0
1
4
年

1
0
月

着
工

2
0
1
5
年

9
月

稼
働

首
都

圏
の

人
口

集
積

地
で

マ
ル

チ
テ

ナ
ン

ト
型

物
流

施
設

を
３

カ
所

開
発

。
今

後
の

開
発

地
域

に
首

都
圏

、
名

古
屋

、
大

阪
、

福
岡

の
大

都
市

周
辺

を
挙

げ
る

。
さ

ら
に

2
0
1
4
年

度
に

7
0
0
億

円
を

投
資

予
定

。

3
7

㈱
プ

ロ
ロ

ジ
ス

東
京

都
千

代
田

区
千

葉
県

習
志

野
市

物
流

施
設

物
流

施
設

(倉
庫

、
物

流
セ

ン
タ

ー
)開

発
、

所
有

、
運

営
管

理
な

ど
の

貸
事

務
所

業
2
9
,3

1
9
㎡

2
0
1
5
年

4
月

着
工

2
0
1
6
年

春
稼

働
｢プ

ロ
ロ

ジ
ス

パ
ー

ク
習

志
野

５
｣を

建
設

。
1
階

と
3
階

に
ト

ラ
ッ

ク
バ

ー
ス

を
備

え
た

メ
ゾ

ネ
ッ

ト
タ

イ
プ

。
荷

物
用

Ｅ
Ｖ

と
垂

直
搬

送
機

を
実

装
し

荷
捌

き
の

迅
速

性
と

保
管

効
率

を
高

め
る

。

3
8

丸
金

印
刷

㈱
千

葉
県

千
葉

市
千

葉
県

市
原

市
う

る
い

ど
南

地
区

生
産

施
設

医
薬

品
･化

粧
品

等
の

パ
ッ

ケ
ー

ジ
印

刷
1
4
,5

4
9
㎡

2
0
1
5
年

稼
働

都
市

再
生

機
構

か
ら

1
0
9
万

円
/
月

で
賃

貸
。

他
に

、
幕

張
工

場
(千

葉
市

)、
市

原
工

場
(市

原
市

)が
あ

る
。

3
9

千
葉

丸
ト

販
売

㈱
千

葉
県

市
原

市
千

葉
県

市
原

市
う

る
い

ど
南

地
区

生
産

施
設

鶏
卵

加
工

・
販

売
事

業
1
6
,0

0
0
㎡

2
0
1
6
年

1
1
月

稼
働

飼
料

生
産

な
ど

を
手

が
け

る
豊

橋
飼

料
(愛

知
県

豊
橋

市
)の

子
会

社
。

鶏
卵

の
選

別
・
包

装
施

設
で

あ
る

２
か

所
の

Ｇ
Ｐ

セ
ン

タ
ー

(千
葉

県
東

金
、

銚
子

市
)を

新
施

設
に

移
転

統
合

さ
せ

て
業

務
の

効
率

化
を

図
る

。

4
0

住
友

商
事

㈱
東

京
都

中
央

区
千

葉
県

習
志

野
市

物
流

施
設

総
合

商
社

1
9
,3

6
9
㎡

2
0
1
5
年

3
月

着
工

2
0
1
6
年

5
月

完
成

賃
貸

用
物

流
施

設
を

建
設

す
る

。
投

資
フ

ァ
ン

ド
よ

り
資

金
を

調
達

し
、

年
間

2
0
0
億

円
を

投
じ

て
、

首
都

圏
や

大
阪

な
ど

の
大

都
市

圏
で

物
流

施
設

建
設

を
進

め
て

い
く
。

4
1

㈱
豊

橋
飼

料
愛

知
県

豊
橋

市
千

葉
県

市
原

市
う

る
い

ど
南

地
区

賃
借

生
産

施
設

飼
料

製
造

、
家

畜
飼

養
、

畜
産

物
の

加
工

販
売

1
6
,7

0
0
㎡

2
0
1
6
年

1
1
月

稼
働

Ｕ
Ｒ

の
用

地
を

賃
借

す
る

。
施

設
の

詳
細

は
検

討
中

。

4
2

㈱
エ

コ
リ

オ
東

京
都

中
央

区
千

葉
県

市
原

市
跡

地
賃

借
生

産
施

設
揚

げ
か

す
搾

り
機

の
開

発
製

造
2
0
1
5
年

2
月

稼
働

天
か

す
を

活
用

し
た

飼
料

生
産

工
場

を
整

備
。

空
き

工
場

を
賃

借
し

設
備

を
導

入
す

る
計

画
で

、
新

規
事

業
と

し
て

進
め

て
い

る
天

か
す

を

用
い

た
飼

料
生

産
事

業
の

拡
大

を
図

る
。

4
3

レ
ッ

ド
ウ

ッ
ド

・
グ

ル
ー

プ
・
ジ

ャ
パ

ン
㈱

東
京

都
港

区
千

葉
県

千
葉

市
物

流
施

設
物

流
不

動
産

へ
の

投
資

運
用

事
業

1
8
,6

2
1
㎡

2
0
1
5
年

4
月

着
工

2
0
1
6
年

3
月

完
成

賃
貸

用
物

流
施

設
「
レ

ッ
ド

ウ
ッ

ド
千

葉
北

デ
ィ

ス
ト

リ
ビ

ュ
ー

シ
ョ

ン
セ

ン
タ

ー
」
を

建
設

。
㈱

ダ
イ

ワ
コ

ー
ポ

レ
ー

シ
ョ

ン
(東

京
都

品
川

区
)

が
賃

借
し

、
テ

ナ
ン

ト
企

業
を

誘
致

・
提

供
す

る
。

4
4

デ
リ

シ
ャ

ス
・
ク

ッ
ク

㈱
東

京
都

中
央

区
千

葉
県

習
志

野
市

生
産

施
設

弁
当

・
惣

菜
・
調

理
パ

ン
等

の
製

造
及

び
関

連
事

業
1
0
,4

3
3
㎡

2
0
1
5
年

9
月

稼
働

サ
ラ

ダ
な

ど
惣

菜
生

産
の

工
場

を
新

設
。

同
社

は
国

分
(株

)の
子

会
社

で
、

千
葉

工
場

(千
葉

市
)を

機
能

移
転

す
る

計
画

。
国

分
グ

ル
ー

プ
の

首
都

圏
エ

リ
ア

の
惣

菜
事

業
の

中
核

を
担

っ
て

お
り

需
要

が
拡

大
し

て
い

る
。

4
5

㈱
宇

徳
神

奈
川

県
横

浜
市

千
葉

県
市

原
市

う
る

い
ど

南
地

区
物

流
施

設
港

湾
運

送
事

業
、

海
上

運
送

事
業

、
一

般
貨

物
自

動
車

運
送

事
業

1
1
,4

0
0
㎡

2
.4

億
円

(土
地

代
の

み
)

検
討

中
都

市
再

生
機

構
が

実
施

し
た

進
出

条
件

提
案

方
式

公
募

に
採

択
さ

れ
た

。
施

設
内

容
な

ど
は

検
討

中
。

4
6

新
明

電
材

㈱
埼

玉
県

さ
い

た
ま

市
千

葉
県

千
葉

市
物

流
施

設
電

設
資

材
総

合
販

売
2
,2

7
6
㎡

1
0
.0

億
円

2
0
1
5
年

4
月

着
工

2
0
1
6
年

3
月

稼
働

電
材

な
ど

保
管

す
る

営
業

所
併

設
型

物
流

施
設

を
建

設
。

東
京

、
埼

玉
、

北
関

東
を

中
心

に
営

業
拠

点
を

展
開

。
千

葉
県

央
で

の
営

業
強

化
に

向
け

た
投

資
と

な
り

、
同

県
で

は
４

拠
点

目
と

な
る

。

4
7

日
立

キ
ャ

ピ
タ

ル
㈱

東
京

都
港

区
千

葉
県

千
葉

市
物

流
施

設
企

業
向

リ
ー

ス
や

ア
ウ

ト
ソ

ー
シ

ン
グ

、
消

費
者

向
ク

レ
ジ

ッ
ト

等
2
3
,9

1
3
㎡

2
0
1
5
年

7
月

着
工

2
0
1
6
年

6
月

完
成

東
関

東
自

動
車

道
千

葉
北

IC
近

く
に

、
物

流
施

設
を

建
設

。
同

時
期

に
、

富
里

町
で

も
物

流
施

設
を

建
設

す
る

。

4
8

代
々

木
オ

ー
ル

㈱
東

京
都

中
央

区
千

葉
県

四
街

道
市

ベ
リ

ー
タ

ウ
ン

も
ね

の
里

地
区

生
産

施
設

一
般

貨
物

自
動

車
運

送
業

検
討

中
都

市
再

生
機

構
か

ら
業

務
用

地
を

取
得

。
施

設
内

容
な

ど
は

今
後

検
討

。
同

社
は

ポ
ー

ル
ト

レ
ー

ラ
、

長
尺

特
殊

運
送

、
重

量
物

輸
送

、

鋼
材

加
工

な
ど

を
手

掛
け

て
い

る
。

4
9

白
鳥

製
薬

㈱
千

葉
県

習
志

野
市

千
葉

県
千

葉
市

跡
地

生
産

施
設

医
薬

品
原

薬
の

製
造

3
,5

0
0
㎡

7
.0

億
円

2
0
1
5
年

1
2
月

着
工

2
0
1
6
年

4
月

稼
働

古
谷

乳
業

㈱
の

旧
本

社
を

改
修

し
、

医
薬

品
原

料
な

ど
の

品
質

管
理

棟
を

建
設

。
千

葉
工

場
か

ら
品

質
管

理
部

門
を

移
管

。
最

先
端

設

備
を

導
入

し
、

品
質

管
理

体
制

の
拡

充
を

図
り

、
今

後
の

受
注

獲
得

に
つ

な
げ

る
。

5
0

㈱
林

商
事

東
京

都
大

田
区

千
葉

県
市

原
市

う
る

い
ど

南
地

区
生

産
施

設
鉄

道
用

安
全

対
策

鋳
物

等
鋳

造
品

の
製

造
6
,1

4
4
㎡

0
.7

億
円

(土
地

代
の

み
)

検
討

中
施

設
内

容
等

は
今

後
検

討
す

る
。

5
1

伊
東

電
機

㈱
兵

庫
県

加
西

市
千

葉
県

習
志

野
市

幕
張

新
都

心
拡

大
地

区
生

産
施

設
発

電
・
電

動
機

・
回

転
電

気
機

械
製

造
5
,6

4
3
㎡

1
0
.0

億
円

2
0
1
6
年

着
工

2
0
1
6
年

完
成

植
物

工
場

を
地

下
共

同
溝

内
と

共
同

溝
出

入
口

用
地

で
建

設
す

る
。

富
士

通
㈱

(東
京

都
港

区
)と

の
共

同
事

業
で

、
植

物
工

場
設

備
を

伊

東
電

機
が

整
備

し
、

富
士

通
㈱

が
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
を

担
当

す
る

。

5
2

三
菱

地
所

㈱
東

京
都

千
代

田
区

千
葉

県
習

志
野

市
物

流
施

設
不

動
産

取
引

業
1
9
,0

0
0
㎡

2
0
1
7
年

春
着

工
2
0
1
8
年

春
完

成
マ

ル
チ

テ
ナ

ン
ト

型
物

流
施

設
「
ロ

ジ
ク

ロ
ス

習
志

野
(仮

称
)」

を
建

設
す

る
。

5
3

大
和

ハ
ウ

ス
工

業
㈱

大
阪

府
大

阪
市

千
葉

県
市

原
市

C
it

y&
C

it
yち

は
ら

台
物

流
施

設
商

業
施

設
、

物
流

施
設

、
医

療
・
介

護
施

設
、

法
人

施
設

の
企

画
・
設

計
・
施

工
1
0
,3

0
0
㎡

1
.6

億
円

(土
地

代
の

み
)

検
討

中
詳

細
な

施
設

内
容

な
ど

は
検

討
中

。

5
4

㈱
日

立
物

流
東

京
都

江
東

区
千

葉
県

千
葉

市
賃

借
物

流
施

設
総

合
物

流
業

2
4
,0

0
0
㎡

2
0
1
6
年

6
月

稼
働

新
施

設
は

、
常

温
･冷

蔵
･冷

凍
の

3
温

度
帯

管
理

設
備

を
備

え
た

外
食

チ
ェ

ー
ン

関
連

企
業

向
け

の
物

流
施

設
と

し
て

、
完

全
子

会
社

の

㈱
日

立
物

流
首

都
圏

(東
京

都
江

東
区

)が
運

用
。

東
関

東
道

･千
葉

北
IC

か
ら

1
km

。

5
5

㈱
ヴ

ィ
ー

ナ
ス

・
ト

ゥ
ー

千
葉

県
東

金
市

千
葉

県
四

街
道

市
ベ

リ
ー

タ
ウ

ン
も

ね
の

里
業

務
施

設
中

古
車

販
売

2
5
,4

3
2
㎡

1
4
.2

4
億

円
(土

地
代

の
み

)
今

後
検

討
開

発
主

体
の

都
市

再
生

機
構

に
よ

る
一

般
競

争
入

札
で

業
務

用
地

を
取

得
。

詳
細

は
今

後
検

討
。

5
6

㈱
カ

ナ
モ

ト
北

海
道

札
幌

市
千

葉
県

千
葉

市
ち

ば
リ

サ
ー

チ
パ

ー
ク

物
流

施
設

建
設

機
械

レ
ン

タ
ル

1
8
,8

6
1
㎡

2
0
1
6
年

1
0
月

着
工

2
0
1
7
年

5
月

完
成

レ
ン

タ
ル

製
品

で
工

事
現

場
向

け
高

所
作

業
台

の
保

管
･配

送
セ

ン
タ

ー
と

し
て

関
東

高
所

集
約

セ
ン

タ
ー

を
建

設
。

営
業

所
ご

と
に

管
理

し
て

い
た

製
品

在
庫

の
集

約
、

在
庫

の
共

有
に

よ
り

保
管

･出
荷

業
務

を
効

率
化

す
る

と
と

も
に

欠
品

率
の

低
減

を
図

る
。

5
7

㈱
つ

ば
め

急
便

大
阪

府
大

阪
市

千
葉

県
千

葉
市

物
流

施
設

一
般

貨
物

自
動

車
運

送
事

業
、

貨
物

自
動

車
利

用
運

送
事

業
、

一
般

倉
庫

業
1
0
,4

8
2
㎡

1
2
.0

億
円

2
0
1
6
年

1
1
月

着
工

2
0
1
7
年

7
月

完
成

周
辺

の
既

存
施

設
間

で
分

散
し

て
取

り
扱

っ
て

い
る

荷
物

を
集

約
し

効
率

化
を

図
る

と
と

も
に

新
規

取
り

扱
い

の
開

拓
に

向
け

配
送

と
保

管

の
両

機
能

を
備

え
た

｢千
葉

ロ
ジ

ス
テ

ィ
ク

ス
セ

ン
タ

ー
｣を

建
設

。
東

関
東

道
･千

葉
北

IC
、

国
道

1
6
号

に
近

接
。

5
8

東
京

ボ
ー

ド
工

業
㈱

東
京

都
江

東
区

千
葉

県
佐

倉
市

生
産

施
設

パ
ー

テ
ィ

ク
ル

ボ
ー

ド
の

製
造

3
2
,0

0
0
㎡

1
1
0
.0

億
円

2
0
1
7
年

8
月

完
成

建
築

現
場

等
で

発
生

の
木

質
廃

棄
物

を
再

利
用

す
る

パ
ー

テ
ィ

ク
ル

ボ
ー

ド
｢E

･V
･A

ボ
ー

ド
」
の

生
産

拡
大

に
向

け
｢千

葉
工

場
(仮

称
)｣

を
建

設
。

一
貫

生
産

体
制

を
構

築
し

、
戸

建
住

宅
や

マ
ン

シ
ョ

ン
の

床
材

用
に

加
え

壁
材

用
に

生
産

を
拡

大
す

る
。

5
9

㈱
安

藤
・
間

東
京

都
港

区
千

葉
県

千
葉

市
千

葉
土

気
緑

の
森

工
業

団
地

生
産

施
設

総
合

建
設

業
4
0
,0

0
0
㎡

2
0
1
7
年

6
月

稼
働

首
都

圏
で

増
加

す
る

ﾌ
ﾟﾚ

ｷ
ｬ
ｽ

ﾄｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ(
P

C
)構

造
を

採
用

の
工

事
に

対
応

す
る

た
め

ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ建
築

部
材

を
生

産
す

る
｢千

葉
Ｐ

Ｃ
工

場
｣

を
建

設
し

、
輸

送
距

離
を

短
縮

化
。

6
0

野
村

不
動

産
㈱

東
京

都
新

宿
区

千
葉

県
習

志
野

市
跡

地
物

流
施

設
総

合
不

動
産

事
業

2
9
,8

5
5
㎡

6
.6

4
億

円
(土

地
代

の
み

)
野

村
不

動
産

投
資

顧
問

か
ら

、
同

社
が

手
が

け
る

野
村

不
動

産
マ

ス
タ

ー
フ

ァ
ン

ド
投

資
法

人
所

有
の

イ
ト

ー
ヨ

ー
カ

ド
ー

東
習

志
野

店

の
敷

地
･店

舗
を

取
得

。
同

建
屋

を
解

体
し

、
跡

地
に

賃
貸

用
物

流
施

設
を

建
設

。
東

関
東

道
･千

葉
北

IC
7
.1

km
の

立
地

。

資
料

：
情
報
誌
・
各
種
新
聞
等
の

掲
載
記
事
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３－４ 新規事業所立地計画の動向 

 

日本立地センターが毎年実施している「新規事業所立地計画に関する動向調査」では、製造業

および物流業（道路貨物運送業、倉庫業、こん包業、卸売業）約20,000社を対象にアンケート調

査を実施し、今後の立地計画の有無をはじめ、対象施設、候補地域、予定時期、立地選定時の重

視内容等について回答を得ている。 

2016年度（2016年9月実施）の結果を見ると、回答企業3,269社（製造業2,681社・物流業588社）

のうち、新規事業所立地計画を有する割合は、製造業が14.4％（385件）、物流業が19.0％（112

件）となった。前年度との比較では、製造業が1.5ポイント増、物流業が2.0ポイント増といずれ

も増加で推移し、製造業は過去20年間で最も高い割合となった。 

 
資料：日本立地センター 新規事業所立地計画に関する動向調査 

図表(資料)3-27 新規事業所立地計画を有する割合の推移 

 

候補地に関しては、製造業は「東海」「南関東」「近畿臨海」の三大都市圏への立地指向が根強

いが、「東海」「近畿臨海」の回答率が前年度から大幅増となったのに対し、「南関東」は下がって

いる。一方、物流業も福岡県を中心とする「北部九州」も含めて、大都市圏への立地指向が強ま

っており、さらには「北関東」「近畿内陸」といった大都市圏の隣接地域へのにじみ出しも見られ

る。また、本社所在地との関連性では、域内立地を希望する割合は製造業で76.5％、物流業で63.3％

と差があるが、域内立地中心の傾向は工場立地動向調査とも共通する。 

なお、製造業で「立地計画あり」とした385件中、候補地に「南関東」を含むものは56件で、4

業種分類別の内訳では、加工組立型の25件が最も多く、次いで生活関連型の14件、地方資源型の

10件、基礎素材型の7件の順となった。一方、物流業では「立地計画あり」とした112件中、候補

地に「南関東」を含むものは32件であった。 
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図表(資料)3-28 製造業における本社所在地別・候補地域別の新規事業所立地計画 
（N=385） 

 
資料：日本立地センター 新規事業所立地計画に関する動向調査 

 

 

図表(資料)3-29 物流業における本社所在地別・候補地域別の新規事業所立地計画 
（N=112） 

 
資料：日本立地センター 新規事業所立地計画に関する動向調査 
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３－５ 国内における産業発展の方向性 
 

本項では我が国の企業立地、あるいは設備投資に関連する産業発展の方向性を示唆する近年の

動きを取り上げる。 

 

（１）日本再興戦略２０１６ 

アベノミクスによる成長戦略第1ステージにおいて、名目GDPは約30兆円、就業者数は100万人以

上増加し、企業収益は史上最高の水準に達するなど、経済の好循環が回り始めている。政府はこ

うした流れを持続的な成長路線に結び付け、目標である名目GDP600兆円の実現を目指していく方

針だが、一方、企業側の動きはいまだ本格的なものとはなっていない。企業が豊富な内部留保を

設備・イノベーション・人材といった未来への投資に積極果敢に振り向けることが、名目GDP600

兆円の実現には不可欠であるとの考えから、政府は2016年6月、「日本再興戦略2016」を閣議決定

し、新たな「有望成長市場」の戦略的創出、人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生

産性革命」、新たな産業構造を支える「人材強化」という3つの課題の克服を成長戦略第2ステージ

の使命とし、さらなる改革に取り組むことを掲げている。 

これらの課題の克服に向けて、本戦略では「600兆円に向けた『官民戦略プロジェクト10』」「生

産性革命を実現する規制・制度改革」「イノベーション創出・チャレンジ精神に溢れる人材の創出」

「海外の成長市場の取り込み」「改革のモメンタムの活用」といった枠組みを設けたうえで、具体

的な取組内容を提示している。ここでは「600兆円に向けた『官民戦略プロジェクト10』」の取組

の中から、関連産業による立地・設備投資の活性化に繋がると期待されるものを抜粋する。 

 

図表(資料)3-30 「600兆円に向けた『官民戦略プロジェクト10』」における主な取組内容 

テーマ 取組の方向性・具体的展開 

①第４次産業革命の 
実現 

第4次産業革命に伴う社会経済構造の変革に迅速に対応し、世界をリ
ードする。サイバーとフィジカルの融合で産学官の英知を結集する。 

●IoTを活用した個別化健康サービス 
●介護ロボットの利活用の実現 
●サプライチェーン全体の在庫ゼロ、即時オーダーメイド生産 
●世界最先端のスマート工場の実現 
●無人自動走行を含む自動走行の実現 
●ドローンの産業利用の実現  等 

②世界最先端の 
健康立国へ 

少子高齢化を好機と捉え、健康産業の活性化と質の高いサービスの提
供により、世界最先端の健康立国を目指す。また、医療健康のビッグ
データを新たな機器や薬の開発へ活かす仕組みを構築する。 

●ロボット・センサーを活用した介護の負担軽減 
●ビッグデータ等の活用による診療支援・革新的創薬・医療機器の開
発 
●IoT等の活用による個別化健康サービス 
●医薬品・医療機器等の国際展開  等 

③環境エネルギー制約
の 
克服と投資拡大 

日本の優れたエネルギー・環境技術について、革新的技術の研究開発
を一層強化し、日本国内での技術の社会実装、社会構造、ライフスタ
イルの変革等を進めるとともに、優れた技術の海外展開を推進する。 

●燃料電池自動車の本格的普及など水素社会の実現  等 

④スポーツの成長産業
化 

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機に、
2020年以降もスポーツ産業を活性化し、日本の基幹産業とする。 
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テーマ 取組の方向性・具体的展開 

●スポーツとIT・健康・観光・ファッション・文化芸術等との融合･
拡大 
●IT・デジタル技術を活用したウェアラブル機器の導入、新たなスポ

ーツ用品の開発・活用等の促進に向けた支援措置の具体化  等 

⑤既存住宅流通・ 
リフォーム市場の 
活性化 

人口減少・少子高齢化が進む中で、経済成長を実現するため、新築住
宅のみならず既存住宅の流通・リフォーム市場を活性化し、新たな市
場を開拓・育成する。 

●IoT住宅、健康住宅、セキュリティー住宅等の先進的な次世代住宅
の普及促進  等 

⑥サービス産業の 
活性化・生産性向上 

我が国GDPの7割を占めるサービス産業の活性化・生産性向上は経済成
長に不可欠。「サービス産業チャレンジプログラム」(2015年4月日本
経済再生本部決定)に基づき、サービス産業の労働生産性の伸び率2％
を実現するため、取組を深化する。 

●宿泊、運送、外食・中食、医療、介護、保育、卸・小売の生産性向
上のための法的枠組み、固定資産税軽減、地域金融支援  等 

⑦中小・中堅企業・小規
模企業の革新 

中小・小規模事業者の生産性向上投資を促進するための固定資産税の
半減、中小企業・小規模事業者のワンストップ相談窓口であるよろず
支援拠点の強化等の取組を引き続き実施する。 

●生産性向上に取り組む中堅・中小・小規模事業者への支援 
●担保・個人保証に頼らない成長資金供給 
●世界市場を目指す地域の中核企業の成長支援 
●地域の大学の研究力の強化  等 

⑧攻めの農林水産業の 
展開と輸出力の強化 

農地中間管理機構の機能強化、生産資材のコスト削減・流通構造の改
善等の取組を引き続き推進。さらに、人材力の強化、輸出力の強化、
スマート農業の推進等の取組を進め、農業者の所得向上を実現する。 

●農地集約、生産資材のコスト低減、農産品の流通構造改革 
●スマート農業（遠隔監視・無人自動走行）の推進 
●産業界と農業界の連携による共同技術開発・新製品開発の促進  

等 

⑨観光立国の実現 
「明日の日本を支える観光ビジョン」等に基づき、観光立国の実現に
向けた取組を総合的・戦略的に推進する。 

－ 

⑩官民連携による 
消費マインドの喚起
策 

民間投資の促進に加えて、国内の需給ギャップを解消する消費の底上
げや、従来の消費行動・購買行動に変革をもたらし、新たな消費の創
出に繋がる「国内消費マインドの喚起策」を検討する。 

－ 
資料：日本再興戦略 2016 

 

 

（２）「地方創生」に向けた本社移転・拡充の動き 

我が国が直面する人口減少・超高齢化社会という 2 つの課題に対し、各地域がそれぞれの特徴

を活かして自律的で持続的な社会を創生できるよう、政府は 2014 年 12 月、日本の人口の現状と

将来の姿を示し、今後目指すべき将来の方向を提示する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」

と、この実現に向けた今後 5か年の目標や施策の基本的な方向、具体的な施策を提示する「まち・

ひと・しごと創生総合戦略」を閣議決定した。これを受けて、千葉県も 2015 年 10 月に「千葉県

人口ビジョン」「千葉県地方創生『総合戦略』」を策定している。 

こうした施策展開の一環として、2015年 8月より地域再生法の一部改正が施行され、地方で安

定した良質な雇用を確保するため、地域再生計画に企業等の地方拠点強化に係る事業を位置づけ
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るとともに、本社機能を移転または拡充する事業者に対する税制上の支援措置等（地方拠点強化

税制）が運用されている。この地方拠点強化税制は、地方にある本社機能等の強化を支援する「拡

充型」と、東京 23区から地方に本社機能を移転する「移転型」があり、後者にはより有利な税制

優遇措置が適用される。本税制の運用後、「拡充型」を中心に各地で具体的な動きが見られるもの

の、大都市立地のメリットに対し、本税制のみでは移転・拡充のインセンティブとして不十分と

考える企業が大半であり、当初期待されたほどの成果には繋がっていない。こうした厳しい現状

を踏まえて、「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2016改訂版）」では、2017年度よりオフィス取

得減税および雇用促進税制の拡充、「移転型」の要件緩和、地方交付税による減収補填措置の拡充

を行い、企業の地方拠点強化のいっそうの推進を図るとしている。 

 

 
資料 内閣府 まち・ひと・しごと創生本部 ホームページ 

図表(資料)3-31 地方拠点強化税制の概要 

 

加えて、「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2016改訂版）」においては、「地域未来牽引事業

への投資の促進」として、第 4次産業革命、スポーツ・観光、医療・介護・教育などの公的サー

ビス、先端ものづくり（航空機・医療機器等）などの成長分野に挑戦し、地域経済を牽引する中

核企業に対し、法的枠組みをはじめ、新たな税制・補助制度（地方創生交付金の活用等）、金融、

規制緩和などの様々な政策手段を組み合わせて、集中的に支援するとしている。これを受けて、

2017年度税制改正大綱には、改正が検討されている「企業立地促進法」に基づき、「地域未来投

資促進税制の創設」が記載されている。 
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